
⑴ 暮らしを支える都市づくり（都市インフラ）

総合計画‐未来投資計画‐分野別の主な取組の10年後の想定社会状況 資料１

地域創生にかかるしごと・ひと・まちの取組や、リニア開通効果により、市内通勤者

の市内居住や、市外通勤者の市域周辺部における住宅需要の高まり、交通渋滞など、

まちづくり課題への対策の重要性が増しています。

⑵ 暮らしを守る強靭な都市づくり（防災・強靭化）

市主体の強靭化対策が進捗する一方、気候変動リスクが高まり、これまで以上に地

域・企業・周辺自治体と一体的に行う強靭化対策が必要とされています。

⑶ 持続可能な循環型の都市づくり（環境・農山村）

地域創生にかかるしごと・ひと・まちの取組が進み、経済活動が活発化することに伴

い、市内人口の流動も活性化することで、課題はさらに複雑化していく一方で、民間

企業との連携体制が大きな資源となっています。

⑷ 多様な主体が協働・活躍できる社会づくり（地域社会）

これまで増加を続けてきた地域活動の主な担い手である前期高齢者の人数は、2020年

47,500人が2025年と2030年では42,000人程度まで減少することに加え、労働力市場に

おいて生産年齢人口化することが予想され、基礎的団体である町内会ごとで年代別人

口の偏在や担い手不足が拡大しています。

⑸ 健康で生きがいをもって活躍できる社会づくり（保健・医療・福祉）

これから10年間で市内人口に占める前期高齢者の割合は２％程度減少しますが、後期

高齢者の割合は５％の急激な伸びが想定されるとともに、社会全体で健康に対する意

識・サービスに大きな変化が見込まれます。

⑹ 女性や子どもがいきいきと輝ける社会づくり（子育て・男女共同参画）

本市の年少人口は緩やかに減少していくものの、合計特殊出生率は引き続き全国・県

内を上回る水準で推移するとともに、新たな雇用創出や多様性を受容する社会への変

化により、子育て支援へのニーズはさらなる高まりを見せています。

⑺ 誰もが学び活躍できる社会づくり（教育・文化）

「価値観の多様化」や「その多様性を受容する社会構造」がこれまで以上に浸透する

ことで、学びの体系も複雑化するが、新技術の発展・普及によりオンデマンドな学び

の機会に恵まれた社会を迎えています。

⑻ 商業と観光が成長産業となる地域経済づくり（商業・観光）

高度通信社会が進展し、さらなるインターネット通信販売の普及・拡大により、生活

の利便性が著しく向上している状況を迎えるとともに、リニア開通効果と相まって、

商圏人口をはじめとする既存の概念に大きな変化が生じています。

⑼ ものづくりが柱でありつづける地域経済づくり（工業）

様々な分野で進む新技術の導入により、これまでの産業の継続と新産業の融合が進む

一方で、生産年齢人口の減少により労働力確保がさらに大きな課題となり、新技術の

活用や高齢者、女性をはじめとする潜在労働力の活躍が進んでいます。

⑽ スマートでスリムな行政運営の確立（行政・パートナーシップ）

本市においては人口減少局面を迎えておらず、新技術の実装が進むなかで、これまで

以上に効率化・高度化・きめ細かな対応が求められています。

 総合計画では、30年先を見据えた将来都市像の実現に向けた10年間の推進事業パッ

ケージ（未来投資計画）を定めており、R8の中間見直しにおいて未来投資計画の見

直しを行う。

 現計画では、2035年以降（現計画期間終了後）に人口減少局面を迎えることを想定

していたため、将来人口推計（資料２・３）における急激な人口減少・少子高齢化

に対応する施策の転換が必要である。

 また、未来投資計画における「10年後（2030年）の想定社会状況」についても、

人口推計や社会情勢の変化による見直しが必要である。

総合政策指針

将来都市像

分野別の主な取組

都市のグランドデザイン

基本指針

分野別指針

未来投資パッケージ

未来投資計画

⑴ ⑵ ⑶ ⑷ ⑸ ⑹ ⑺ ⑻ ⑽⑼

⑴ ⑵ ⑶ ⑷ ⑸ ⑹ ⑺ ⑻ ⑽⑼

① ② ③ ④
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【総人口】

岡崎市の人口現状分析 資料２

3,740,844 3,753,707 3,761,085 3,765,051 3,772,193 3,761,502 3,745,355 3,734,414 3,725,279

3,742,284 3,753,544

3,765,233 3,774,025 3,782,049 3,780,913 3,770,653 3,763,107 3,755,618

100.0 100.0
99.9

99.8
99.7

99.5

99.3
99.2 99.2

98.8

99.0

99.2

99.4

99.6

99.8

100.0

100.2

0

1,000,000

2,000,000

3,000,000

4,000,000

5,000,000

6,000,000

7,000,000

8,000,000

2015 2016 2017 2018 2019 2020 2021 2022 2023

男性 女性 人口性比

188,733 190,441 190,035 189,791 190,400 190,815 191,149 191,910 193,101 194,617 195,738 196,521 196,955 196,082 195,608 195,100 194,490

184,787 186,145 186,470 186,596 187,286 187,402 187,697 188,008 188,830 189,646 190,363 190,998 190,924 190,325 190,021 189,753 189,156

373,520 376,586 376,505 376,387 377,686 378,217 378,846 379,918 381,931 384,263 386,101 387,519 387,879 386,407 385,629 384,853 383,646

102.1
102.3

101.9
101.7 101.7

101.8 101.8
102.1

102.3

102.6
102.8 102.9

103.2
103.0 102.9

102.8 102.8

100

101

102

103

104

105

106

0

50,000

100,000

150,000

200,000

250,000

300,000

350,000

400,000

450,000

2007年 2008年 2009年 2010年 2011年 2012年 2013年 2014年 2015年 2016年 2017年 2018年 2019年 2020年 2021年 2022年 2023年

(人)

男性 女性 人口性比

表１-１│岡崎市の男女別人口の推移

 本市は2020年から人口減少に転じている。

 愛知県は2019年から人口減少に転じている。

 愛知県は人口に占める男性の割合が全国平均より多く、中でも本市は県平均よりも男

性の割合が多い。

【自然動態】

 本市は2020年から自然減に転じている（出生より死亡が多い）。

 本市の合計特殊出生率は、国、県よりも高水準で推移していたが、2017年から急減

し、2020年頃から愛知県とほぼ同水準になっている。

 高齢者人口の増加に伴う死亡数の増加と、出生率の低下により、今後は自然減が拡

大していくことが見込まれる。
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表２-１│岡崎市の自然増減数の推移

表２-２│岡崎市の合計特殊出生率の推移
表１-２│愛知県の男女別人口の推移

※人口性比（女性を100とした場合の男性の割合）
日本の人口性比94.6（2020年）
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【社会動態】

岡崎市の人口現状分析

 本市は概ね転入超過の傾向であったが、2020年はコロナ禍の影響を受け、転入出

が大幅に減少した。特に県外からの転入の減少が顕著であったため、大幅な社会

減となった。2022年に転入者が増加しており、減少傾向に回復がみられる。

 30～39歳の子育てや住宅取得をする年代に転出が多い。

 20～29歳は男女ともに転入出が多いが、特に女性の転出数が多くなっている。
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表３-１│岡崎市の社会増減数の推移

表３-２│男性年齢別地域間移動数（2022年）

表３-３│女性年齢別地域間移動数（2022年）
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【将来の総人口】
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岡崎市将来人口推計

 2025年の385,347人をピークに減少する見通し。

 2020年から2050年まで29,444人が減少する見通し。（減少率7.7％）

 2020年～2050年の他都市の減少率は10％以上だが、本市は7.7％の減少率の見通し。

表１-１│H31推計とR5推計の比較

表１-２│県内類似都市の将来人口

表１-３│年齢４区分別の将来人口

 2020年から2055年までに０歳～14歳人口は15,102人、15歳～64歳人口は52,335人

が減少する見通し。

 75歳以上人口は年々増加し、2055年には人口の22.0％を占め、超高齢社会になる

ことが予想される。

表１-４│年齢４区分別の将来人口構成比

資料３
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表２-１│人口の推計

表２-２│人口の構成比

 2025年の385,347人をピークに減少を続け、2105年には222,804人になる見通し。

（減少率42.1％）

 0～14歳は2035年以降11％前後、15～64歳は2065年以降53％前後、65～74歳は2050年

以降13％前後、75歳以上は2055年以降22％前後で安定する見通し。

表３-１│世帯数の推計

表３-２│世帯の構成比

 単独世帯が2020年から2055年までに33,878世帯増加し、夫婦のみ世帯が2020年から

2055年までに14,247世帯増加する見通し。

 単独世帯、夫婦のみ世帯は今後も増加し、2055年には単独世帯が全世帯の４割以上を

占める見通し。

岡崎市将来人口推計
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岡崎市将来人口推計

表４-１│人口の推計

表４-２│地域別の将来人口の減少率
 岡崎地域では2025年、矢作地域と六ツ美地域は2030年をピークに減少し、その他地域は

2020年以降から減少する見通し。

 2020年を100とした指数では、2055年において、いずれの地域も人口減少する見通し。

 岩津地域、大平地域、中央地域では90弱程度、東部地域では80.2、額田地域では67.7

まで減少する見通し。
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第２期岡崎市まち・ひと・しごと創生総合戦略事業一覧表

分類 取組の柱 主な事業 事業概要 2023年度KPI 達成見込み 達成 2024年度KPI

東岡崎駅周辺地
区整備

誰もが使いやすいにぎわいの交流拠点
としての２期整備推進

鉄道事業者と工事実施
協定締結

令和５年６月23日付け
で工事実施協定締結
済み

〇 岡ビル解体着手

本宿駅周辺基盤
整備

アウトレットモールを核とした東部地域
のまちづくり推進

民間事業者による
骨格道路整備着手の
支援

着手済み 〇
民間事業者による基盤施
設工事の進捗率75％以
上（事業費ベース）

新たな交通シス
テム導入

地域の実情に応じた移動手段の確保
策の導入

補助を活用した高齢者
パス販売件数1,８00件

1,261件 ×
補助を活用した高齢者パ
ス新規販売件数50件

持続可能な循環
型社会の構築

地球温暖化対策
の推進

ゼロカーボンシティの実現に向けた、脱
炭素事業の推進

スマートライティング
計画策定

計画策定済 〇
スマートライティングの
設置５件

屋内遊戯施設整
備

子どもが天気や季節に左右されず安全
に遊べる遊具や広場の整備
（PFI法に基づき民間事業者で南公園
整備中・令和９年４月再開園予定）

南公園再整備事業事業
者公募及び選定

南公園再整備事業事
業者選定済み

○

子育て課題解決 子育て世帯が抱える課題の把握・解決
子育て課題の抽出件数
５件

５件 ○
子育て課題の抽出件数５
件

若年・子育て世
帯への移住支援

新婚世帯に対する「住居費」の補助 補助金交付件数4件 150% 〇 補助交付件数12件

スマートウエルネ
スシティ推進

健康づくりとまちづくりを融合して行う事
業の推進

ウォーキングアプリ アク
ティブユーザー数4,200
人

4,200人 〇
ウォーキングアプリ アク
ティブユーザー数4,400人

放課後児童の居
場所拡充

育成センター増設や児童クラブ支援で
留守家庭児童の居場所拡充

児童クラブ
１施設整備完了

児童クラブ１施設整備
完了
支援対象児童クラブ3
クラブ増加

○
支援対象児童クラブ数維
持

〇

〇

〇

都市計画道路等、道路ネットワークの整
備

雨水対策推進
雨水対策の公共整備促進や市民・民
間事業者による対策促進

中岡崎駅周辺バリアフ
リー基本構想（仮称）の策
定

都市計画道路若松線
アンダーパス仮設工事完
了・本設工事着手

八帖北幹線整備完了

令和６年度子ども・若者
総合相談センター
相談件数2,000件

令和７年度定員
20人増加

保育定員拡充

17件

８件以上

〇
令和５年12月末時点
で382日

整備の実施

都市計画道路若松線ア
ンダーパス仮設工事着
手

令和５年度子ども・若者
総合相談サポートセン
ター相談件数2,000件

工事着手

〇

〇
全小学校で２年生の32人
学級導入

○

全校実施

子育て環境整備

道路ネットワーク
整備

民間事業者による
公共空間活用日数365日

岡崎駅南土地区画整理
事業施行地区
新規住宅着工件数８件

移住相談者数10件

〇

全小学校で
1年生の32人学級導入

全校導入

2,000件

57人増加

阿知和地区基盤
整備

工業団地造成に伴うスマートインター等
の基盤整備

北アクセス道路
橋梁下部工事完了

未達成 ×
西アクセス道路
高速道路こ道橋の
撤去完了

整備完了
六名雨水ポンプ場
整備完了

〇

拠点鉄道駅整備
鉄道駅のバリアフリー化・駅周辺環境を
整備

西岡崎駅南口便所改修
及び駅前広場整備の実
施

〇
小学校３校に校内フリース
クール拡大

◆社会増減
過去10年平均317人転入
超過
今後５年平均330人転入超
過
◇住みやすいまち
2020年スコア6.1
５年後到達スコア6.3
◆合計特殊出生率
過去５年平均1.65
今後５年平均1.67
◇子育てしやすいまち
2020年スコア5.5
５年後到達スコア6.0

地域共生社会実現に向けた支援体制
の整備

ま
ち

◆市内着工建築物工事費
過去10年平均779億円
今後５年間で５％増加

◇交通利便性の高いまち
2020年スコア4.4

５年後到達スコア5.2

重層的支援体制
整備

活躍支援体制構
築

中心部民間投資
誘導

ダイバーシティ
教育推進

子どもの多様性を認め、伸ばしていく教
育の推進

全中学校で
校内フリースクール実施

QURUWA戦略
推進

乙川リバーフロント地区における民間投
資の誘導促進

民間事業者による
公共空間活用日数
365日

拠点をつなぐネッ
トワーク構築

都市の強靭化

各土地区画整理
推進

住宅需要に対応する各土地区画整理
事業の推進

岡崎駅南土地区画整理
事業施行地区
新規住宅着工件数８件

中山間地域投資
誘導

中山間地域における投資誘導に向けた
担い手獲得・関係人口獲得

移住相談者数５件

周辺部・山間部民
間投資誘導

多様な活躍の基
礎充実

新しい時代の教
育環境整備

今後の多様な学びに対応できる30人学
級等の教育環境整備

保育園新設や私立幼稚園の認定こども
園化で保育定員拡充

令和６年度定員
46人増加

ひ
と

資料４
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第２期岡崎市まち・ひと・しごと創生総合戦略事業一覧表

分類 取組の柱 主な事業 事業概要 2023年度KPI 達成見込み 達成 2024年度KPI

阿知和地区工業
団地造成

阿知和地区にて新規工業団地を造成 工業団地造成着手 着手済み 〇
調整池の整備完了
造成工事の実施

産業立地誘導地
区開発推進

工業団地造成事業で対応できない立
地希望企業誘致・市内企業留置

産業立地誘導地区内
新規工場立地件数１件

２件 〇
産業立地誘導地区内
新規工場立地件数１件

「どうする家康」
活用推進

大河ドラマ館関連誘客の効果最大化と
リスク最小化

大河ドラマ館来館者数
合計700,000人
（令和5年度：590,000
人）

大河ドラマ館来館者数
合計636,420人

×

共創イノベーショ
ン推進

スタートアップ・エコシステムの構築を推
進

提案を受ける
共創アイディア件数5件

８件 〇
提案を受ける
共創アイデア件数５件

創業・多様な働
き方支援

康⽣地区内における未利用不動産の
活用

康生地区における
新規出店件数12件

20件 〇

社会人の学び直
し環境整備

市の特性を活かした新しい時代の働き
方を推進

UIJターン移住者１世帯 ３世帯 ○ UIJターン移住者４世帯

民間事業者連携
体制構築

公民連携課題整
理・創出

社会課題解決のための公民連携プラッ
トフォーム運営

SDGs公民連携
プラットフォームの
参加者数10者

参加者数累計97者 〇
公民連携相互提案制度
による新規事業の創出件
数１件

市民意見集約体
制構築

市民意見交換手
法構築

市民と意見交換をする手法の構築 将来人口推計の実施 実施 ○
おかざき こども会議
開催数６回

デジタル地域社
会推進

デジタル化・スマート化推進を通じた他
自治体との連携推進

スマート自治体の
国モデル事業採択件数
３件

６件 ○
スマート自治体の
国モデル事業採択件数３
件

広域防災推進
災害予測シミュレーション結果共有等
で周辺自治体との連携推進

災害時シミュレーション
結果の活用

実施 〇
災害時シミュレーションの
結果の活用

1件 ○

〇
誘客スポーツイベント
開催件数５件

ガイド養成講座
実施回数６回

５件

産業人材・技術の
集積

スポーツツーリズ
ム推進

国際大会等を誘致・開催し、誘客と裾
野を拡大

誘客スポーツイベント
開催件数５件

モニターツアー
実施件数１件

パ
ー

ト
ナ
ー
シ

ッ
プ 他自治体連携推

進

◆製造品出荷額等
2019年 2兆5,572億円
今後５年間で５％増加
◆小売業商品販売額
2016年 4,212億円
今後５年間で５％増加
◇商工業が盛んなまち
2020年スコア5.1
５年後到達スコア5.8

◆プラットフォーム課題数
年平均３件
◇市政総合満足度
2020年スコア5.5
５年後到達スコア6.0

し
ご
と

ものづくり産業集
積

商業・コンテンツの
集積

観光おもてなし
推進

観光客受け入れ環境の整備や観光お
もてなし人材養成の推進
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第２期岡崎市まち・ひと・しごと創生総合戦略 改定案の概要

2023年度で完了する事業

基本目標 未来のしごとづくり

取組の柱 商業・コンテンツの集積

主な事業 「どうする家康」活用推進

施策概要 大河ドラマ館関連誘客の効果最大化とリスク最小化

完了理由 大河ドラマ館閉館に伴い、集中的な観光誘客期間を終えたため

基本目標 未来のしごとづくり

取組の柱 産業人材・技術の集積

主な事業 創業・多様な働き方支援

施策概要 康生地区内における未利用不動産の活用

完了理由 地域で自走化されているため

新たに追加する事業

基本目標 未来のまちづくり

取組の柱 持続可能な循環型社会の構築

主な事業 農の魅力創出

施策概要 農産物のブランディングや生産・交流・PR拠点の整備

事業の詳細 別紙「資料６ 農の魅力創出事業」のとおり

資料５



農の魅力創出事業

目 的

北部地域は、農業支援センターやおかざき農遊館などの農業支援施設が集積し、農業の基

盤が構築されていますが、一方で市民や来街者が農に触れる機会が少ないことから、農の魅

力発信における課題があります。

また、当地域は阿知和地区工業団地の立地やスマートＩＣの開設が予定されており、今後、

当地域に訪れる人が増え、当地域の更なる賑わいが想定されています。

そこで、市北部エリアに集積される農地、農業支援施設を活用し、市民自らが農に触れる

機会や生産者と交流する機会を提供する拠点エリアとして位置づけ、農の持つ魅力を発信す

ることで、関係人口・交流人口の増加や農業所得の向上による農業の持続的な発展を目指し

ます。

事業概要

市北部エリアを「おかざきの食と農の生産・交流・ＰＲ拠点エリア（食＝農＝アグリパー

ク構想）」として位置付け、当地域の豊富な地域資源を活用した家康めしの再現等による農業、

商業、観光と連携した地域ブランディングや、集積する農業支援施設や農地を活用した新た

な人材の確保・育成等を実施します。

戦 略

2024 年度ＫＰＩ

食と農の生産・交流・ＰＲ拠点エリア基本計画策定

●機能の拡充・利便性向上

●イベントの充実・野菜ソムリエに

よる食べ方提案、教室

おかざき農遊館

●おかざき農遊館への出荷を目的とした少量多品目栽培農家の育成

●市民農園経験者から就農者育成につなげる仕組みの構築と実践

●農業経営スキル向上研修の実践とトップランナーの育成

●機能再編・拡充

●市民が農に触れる機会や場の充実

●人材育成（農業塾・有機農業塾）

●地域農業を支え、農地を維持できる

仕組みの構築

農業支援センター/周辺農地
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おかざき こども会議

目 的

令和５年４月１日にこども家庭庁が発足し、こども基本法が施行されました。同法では「全

てのこどもについて、年齢及び発達の程度に応じ、自己に直接関係する全ての事項に関して

意見を表明する機会・多様な社会的活動に参画する機会が確保されること」を基本理念の一

つに位置付けており、この理念に則り、こども施策を行うことが地方自治体の責務とされて

います。

そこで、こどものニーズをより的確に把握し、こども施策に反映させることで、こどもた

ちが健やかに成長できる環境を整備するとともに、こどもの自己有用感や主体性を高めるこ

とを目指します。

事業概要

こどもがこども施策等に対して主体的に意見を提案できるようグループワーク（おかざき

こども会議）を実施し、意見を聴取します。

グループワークで提案された意見について、市担当部局で検討を行い、こども施策への反

映を図るとともに、その内容を子どもたちにフィードバックすることで社会参画への意識向

上を図ります。

対 象 者

小学５年生～高校３年生世代（30名程度）

2024 年度ＫＰＩ

おかざき こども会議の開催数６回

委員を募集 こどもたちでグループワーク

ファシリテーター/大学生ボランティア

がサポート

おかざきこそだて

会議で発表

こどもたちへフィードバック

意見を担当部局で検討し、

結果を回答
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第２期

岡崎市まち・ひと・しごと創⽣総合戦略

令和３年３⽉

（令和４年２⽉一部改訂）

（令和５年３月一部改訂）

（令和６年３⽉⼀部改訂）

岡崎市
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1

１．戦略の策定にあたって

（１）国の動向

国が 2015 年度に開始した地方創⽣政策「まち・ひと・しごと創⽣総合戦略」の

第 1期５年間が終了し、2019 年 12月には「第２期 まち・ひと・しごと創生総合

戦略」が策定された。第２期では、基本目標については、図１-⑴-1 のとおり横断的

な⽬標の追加、基本⽬標の⾒直し、多様なアプローチの推進が盛り込まれた。

図 1-⑴-1 国の第２期まち・ひと・しごと創⽣総合戦略より抜粋

また、2020 年 12 月には、時代の変化を捉えた新しい地方創生の実現に向けた今

後の政策の方向性を提⽰し、感染症による意識・⾏動変容を踏まえた地方へのひと・

しごとの流れの創出や、各地域の特⾊を踏まえた⾃主的・主体的な取組の促進を掲げ

た。

（２）愛知県の動向

愛知県は、2020 年３⽉に「第２期 愛知県まち・ひと・しごと創⽣総合戦略」

を策定した。第２期では「日本一元気で、すべての人が輝く、住みやすい愛知」を
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目指して、東京一極集中にストップをかけ、日本の発展をリードしていけるよう、

地方創⽣に全⼒を尽くすものとされている。また、図１-⑵-１のとおり基本目標を

定めている。

図１-⑵-1 「第２期 愛知県まち・ひと・しごと創⽣総合戦略」の概要から抜粋

（３）岡崎市の状況

① 第７次岡崎市総合計画

第６次岡崎市総合計画の計画期間は 2009 年度から 2020 年度、第７次岡崎

市総合計画は 2021 年からの計画としている。第７次総合計画の計画体系は、

図 1-⑶-1 のとおり総合政策指針と未来投資計画により構成される。

総合政策指針は、総合計画の基本的な方向性を示すもので、本市のあるべき

「将来都市像」、その実現のための「基本指針」と「分野別指針」からなる政

策指針、都市構造の概要を表す「グランドデザイン」により構成するものとし

ている。

未来投資計画は、「分野別の主な取組」と「未来投資パッケージ」によって

構成されている。「分野別の主な取組」では、総合政策指針における分野別指

針について分野ごとに主な取組を記載している。なお、10の分野別指針は大

きく分けて「まち・環境」「ひと・社会」「しごと・経済」「⾏政運営・パート
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ナーシップ」の４つにグループ化して整理している。「未来投資パッケージ」

では、「分野別の主な取組」を踏まえ、将来都市像の実現に資する推進事業を

パッケージとして構築し、⽬標設定・進捗管理を⾏う。

未来投資計画の計画期間は 10 年間で、中間年に⾒直しを⾏うが、パッケー

ジの推進事業内訳は社会経済情勢の変化を踏まえて随時変更していくこととし

ている。

図 1-⑶-1 第７次岡崎市総合計画 体系図

② 未来投資パッケージと第２期岡崎市まち・ひと・しごと創⽣総合戦略

総合計画の総合政策指針では、人口ピークの上昇・先送りに主眼をおきつ

つ、自治体 SDGｓ推進を意図して環境、社会、経済、パートナーシップのそれ

ぞれで分野別指針を定めてきた。

また、総合政策指針に基づき、未来投資計画における未来投資パッケージ

は、総合政策指針や前述の国県動向を整理し、以下の点についても議論を深め

作成してきた。

・国の基本目標１ しごとづくり・稼ぐ地域
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本市は、歴史的に広域拠点の役割を果たしてきたが、現在では製造業と

その暮らしを支える３次産業に強みがあり、これらについてさらなる集

積と活躍人材の確保が重要である点。

・国の基本目標２ ひとのながれ

本市は、活発な社会移動のなかで転⼊超過傾向ではあるが、経済不況

の際は転出超過傾向になる。３世代同居・近居率が⾼い本市にあって、

これをさらに高めていくとともに、特に山間部や中心部において関係人

口構築を図っていくことが重要である点。

・国の基本目標３ 結婚・出産・子育て

３世代同居・近居率は合計特殊出⽣率と⾼い相関関係にあり、安⼼して

結婚・出産・子育てできる環境についての検討は、これに着目する必要

がある点。

・国の基本目標４ 魅⼒的な地域づくり

暮らしの質を⾼めつつ強靭化を図る公共投資にとどまらず、⺠間投資を

積極的に誘導することにより、⼈の流れがさらなる⼈の流れを、投資が

さらなる投資を生む好循環の構築が重要となってくる点。

・国の横断的な目標１ 多様な人材の活躍

新たな技術革新や目まぐるしい社会変化が起こる中で、教育や健康など

活躍の基礎を整えるとともに、多様な人材の活躍が地域課題の解決につ

ながっていく地域共生社会の構築が重要である点。

・国の横断的な目標２ 新しい時代の流れを⼒に

だれひとり取り残さない好循環の構築を目指して SDGｓ未来都市の認

定を受け、またスマートシティモデル事業の認定を受けている。今後、

その他社会変化があった場合も、柔軟かつ積極的に⽴ち向かう対応⼒を

培うことが重要となってくる点。

これらの議論を経て作成された総合計画の未来投資パッケージは、図 1-⑶-2

のとおり、地方版のまち・ひと・しごと創⽣総合戦略と同等の内容を具備して

いる。
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図 1-⑶-2 総合計画における未来投資パッケージ

以上から、本市が策定する第２期まち・ひと・しごと創⽣総合戦略では、総合

計画と重複する⼈⼝や地域特性データ整理は省略し、未来投資パッケージと連動

する基本目標の設定から記載するものとする。
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２．第２期岡崎市まち・ひと・しごと創⽣総合戦略

（１）４つの基本目標と基本的方向

• 基本的方向① 公共投資だけではなく⺠間投資を合わせて誘導する

ことで、新たな都市課題に対応した多世代・多機能な骨太の集約連

携型都市を実現し、市⺠の暮らしの質の向上を図る。

基本目標① 未来のまちづくり

• 基本的方向② すべての市⺠が活躍できるよう、町内会組織による

地域課題解決の取組をはじめとする地域住⺠の活躍を⽀援しつつ、

より多様性を受容する社会へと変革し、多様な主体や個人が活躍で

きる地域共生社会の実現を図る。

基本目標② 未来のひとづくり

• 基本的方向③ 各産業の事業者の活動や進出を促進し、未来をけん

引する産業の育成・誘致を進め、市⺠が多様に活躍できる就労環境

の構築を図っていく。

基本目標③ 未来のしごとづくり

• 基本的方向④ 先進技術の活用などで都市経営のスマート化を進め

るとともに、幅広く⺠間事業者とパートナーシップを確⽴・強化し、

公⺠連携を誘発していくことで、市⺠・事業者・⾏政の連携による

まちづくり体制の構築を図る。

基本目標④ 未来のパートナーシップづくり
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（２）基本目標① 未来のまちづくり

A) 基本的方向

公共投資だけではなく⺠間投資を合わせて誘導することで、新たな都市課題に対

応した多世代・多機能な⾻太の集約連携型都市を実現し、市⺠の暮らしの質の向上を

図る。

B) 基本的方向を構成する要素

 暮らしを支える都市づくり

集約連携型都市の実現に向けて、「しごと」に引き寄せられて集まってきた「ひと」の

住宅需要に対応しつつ、暮らしの質を⾼める都市基盤が充実していく「まち」を⽬指し

ます。

 暮らしを守る強靭な都市づくり

市⺠を災害から守ることは、⽇本経済を⽀えるものづくり産業の強靭化に直結してい

ることを念頭に、周辺都市を含む公⺠連携や都市基盤の⽼朽化対策と連動して、災害に

強いまち・被災時もスピード感をもった復旧・復興ができるまちを⽬指します。

 持続可能な循環型の都市づくり

環境・経済・社会の課題を踏まえ、公⺠連携して複数課題の統合的な解決を図る地域

循環共生圏の枠組みの中で、排出 CO2 の削減、⽣物の多様性確保、健全な⽔循環、森林

資源や農地の保全・活用がなされる持続可能なまちを目指します。

C) 基本的方向に対する現状認識

 都市の成熟に伴い、公共投資による整備も一定の水準を達成しつつある。

 新たな都市課題が顕在化する一方で、新たな技術革新が急速に進展している。

 地方創生や SDGs 推進で公⺠連携の気運が高まりつつある。

 ニーズに合わせた積極的な住宅供給が必要とされている。

 脱炭素先⾏地域の認定を受け、ゼロカーボンシティ実現とこれに伴う地方創生

の動きが加速しつつある。

多世代・多機能

な骨太の

集約連携型都市

公共投資と

⺠間投資の

ベストミックス

【周辺部】
【中心部】

【山間部】
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D) 主な事業

取組の柱 主な事業 2024 年度 KPI

中心部
⺠間投資誘導

東岡崎駅周辺地区整備
誰もが使いやすいにぎわいの交流
拠点としての２期整備推進

岡ビル解体着手

QURUWA戦略推進
乙川リバーフロント地区における
⺠間投資の誘導促進

⺠間事業者による
公共空間活用日数 365日

各⼟地区画整理推進
住宅需要に対応する各⼟地区画整
理事業の推進

岡崎駅南⼟地区画整理事業施⾏
地区 新規住宅着⼯件数８件

周辺部・山間部
⺠間投資誘導

阿知和地区基盤整備
工業団地造成に伴うスマートイン
ター等の基盤整備

⻄アクセス道路
⾼速道路こ道橋の撤去完了

本宿駅周辺基盤整備
アウトレットモールを核とした東部
地域のまちづくり推進

⺠間事業者による基盤施設工事
の進捗率75％以上（事業費ベー
ス）

中山間地域投資誘導
中山間地域における投資誘導に向
けた担い手獲得・関係人口獲得

移住相談者数10件

拠点をつなぐ
ネットワーク

構築

拠点鉄道駅整備
鉄道駅のバリアフリー化・拠点鉄
道駅周辺環境を整備

中岡崎駅周辺バリアフリー
基本構想（仮称）の策定

新たな交通システム導入
地域の実情に応じた移動手段の確
保策の導入

補助を活用した高齢者パス
新規販売件数50件

道路ネットワーク整備
都市計画道路等、道路ネットワー
クの整備

都市計画道路若松線
アンダーパス仮設工事完了
・本設工事着手

都市の強靭化
雨水対策推進

⾬⽔対策の公共整備促進や市⺠・
⺠間事業者による対策促進

⼋帖北幹線整備完了

持続可能な
循環型社会の

構築

地球温暖化対策の推進
ゼロカーボンシティの実現に向け
た、脱炭素事業の推進

スマートライティングの設置
５件

農の魅⼒創出
農産物のブランディングや生産・

交流・PR 拠点の整備による農の魅⼒
創出

⾷と農の⽣産・交流・PR拠点
エリア基本計画策定

E) 成果指標

指標 現在値 目標値

市内着工建築物工事費
（建築統計年報）

過去 10年平均
779億円 今後５年間で５％増加

交通利便性の⾼いまち
（市⺠意識調査）

2020 年スコア
11段階平均肯定度 4.4

５年後到達スコア
11段階平均肯定度 5.2
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（３）基本目標② 未来のひとづくり

A) 基本的方向

すべての市⺠が活躍できるよう、町内会組織による地域課題解決の取組をはじめ

とする地域住⺠の活躍を⽀援しつつ、より多様性を受容する社会へと変⾰し、多様な

主体や個人が活躍できる地域共生社会を実現する。

B) 基本的方向を構成する要素

 多様な主体が協働・活躍できる社会づくり

⼈⼝構成変化や年代別⼈⼝偏在に起因する担い⼿不⾜に負けない町内会の持続的な活動を

新技術導入などにより支援しつつ、多様な主体が協働・活躍できる地域共生社会の実現によ

る安全安心なまちを目指します。

 健康で生きがいをもって活躍できる社会づくり

後期高齢者の急激な増加を迎える中にあっても、各主体が我が事として活躍する地域共生

社会の実現により保健・医療・福祉・地域が⼀体となって取り組むことで、誰もが⽣きがい

や役割を持って活躍できるまちを目指します。

 ⼥性や⼦どもがいきいきと輝ける社会づくり

３世代の同居・近居率の⾼さ、⻄三河製造業勤務世帯の多さなど、本市の特性を踏まえ、

子育て世代の就労をはじめとする社会での活躍を支援することで、安心して楽しみながら子

育てできるまち、子どもがのびのびと育つまちを目指します。

 誰もが学び活躍できる社会づくり

今後、⼤きな社会変化が起こった場合も、新たな価値や将来を創り出すために、市⺠が⾃

ら課題を⾒つけ、⾃ら学び、⾃ら考え、判断して⾏動し、それぞれに想い描く幸せや活躍を

実現できるまちを目指すとともに、学校教育・社会生活の中でおかざき愛が育まれていくま

ちを目指します。

地域共生社会の
実現

市⺠総活躍
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C) 基本的方向に対する現状認識

 500 を超える町内会組織や 20 か所の地域包括支援センターが、地域課題解決へ

の取組を⾏っている。

 ニーズに合った、多様な主体の活躍を支援する仕組みが必要とされている。

 活躍の基礎となる健康や教育の推進が必要とされている。

 新技術を活用しつつ多様性を受容する社会への変革が求められている。

 こども家庭庁が発足し、社会全体の意識を変え、子どもや子育てにまつわる課題

解決や環境整備の取組を加速する必要がある。

D) 主な事業

取組の柱 主な事業 2024 年度 KPI

活躍支援体制
構築

重層的支援体制整備
地域共生社会実現に向けた支援体
制の整備

令和６年度⼦ども・若者総合
相談センター
相談件数2,000件

子育て環境整備

保育定員拡充
保育園新設や私⽴幼稚園の認定こ
ども園化で保育定員拡充

令和７年度定員 20人増加

放課後児童の居場所拡充
育成センター増設や児童クラブ支
援で留守家庭児童の居場所拡充

支援対象児童クラブ数維持

屋内遊戯施設整備
子どもが天気や季節に左右されず
安全に遊べる遊具や広場の整備

－
（PFI 法に基づき⺠間事業者で南公園整

備中・令和９年４⽉再開園予定）

子育て課題解決
子育て世帯が抱える課題の把握・
解決

子育て課題の抽出件数5件

若年・⼦育て世帯への移住⽀援
新婚世帯に対する「住居費」の補助

補助⾦交付件数 12 件

多様な活躍の
基礎充実

新しい時代の教育環境整備
今後の多様な学びに対応できる
30人学級推進等の教育環境整備

全小学校で
２年⽣の 32人学級導入

ダイバーシティ教育推進
子どもの特性・多様性を認め、伸ば
していく教育の推進

小学校３校に
校内フリースクール拡大

スマートウエルネスシティ推進
健康づくりとまちづくりを融合し
て⾏う事業の推進

ウォーキングアプリ アクティ
ブユーザー数4,400 人

E) 成果指標

指標 現在値 目標値

社会増減
（住⺠基本台帳）

過去 10年平均
317人転入超過

今後５年平均
330人転入超過

住みやすいまち
（市⺠意識調査）

2020 年スコア
11段階平均肯定度 6.1

５年後到達スコア
11段階平均肯定度 6.3

合計特殊出⽣率
過去５年平均
1.65

今後５年平均
1.67

子育てしやすいまち
（市⺠意識調査）

2020 年スコア
11段階平均肯定度 5.5

５年後到達スコア
11段階平均肯定度 6.0
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（４）基本目標③ 未来のしごとづくり

A) 基本的方向

各産業の事業者の活動や進出を促進し、未来をけん引する産業の育成・誘致を進

め、市⺠が多様に活躍できる就労環境の構築を図っていく。

B) 基本的方向を構成する要素

 商業と観光が成⻑産業となる地域経済づくり

新技術の普及により⽣活利便性が著しく向上した社会にあっても、まちを楽しむ⼈が集う

将来を⾒据え、観光と商業機能が連動した観光産業都市にふさわしい誘客資源が充実したま

ちを目指す。

 ものづくりが柱でありつづける地域経済づくり

産業の変⾰期や、労働⼒の不⾜が⾒込まれる社会にあっても、国内屈指の製造業拠点の⼀

⾓を担うものづくり産業が科学や新技術と連携して地域経済の柱であり続けるまち、企業⽴

地を促進するまちを目指す。

C) 基本的方向に対する現状認識

 工業団地の造成や産業誘導地区(⼟地利用基本計画)の指定がなされている。

 投資効果により中⼼部への⼈通りが回復しつつある。

 大河ドラマの放送や大河ドラマ館の開設により広域集客が⾒込まれる。

 愛知県は内閣府からスタートアップ・エコシステム拠点に認定されている。

 ⾃動⾞産業が歴史的な転換期を迎えている。

多様な
担い手の活躍

産業拠点性の
強化
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D) 主な事業

取組の柱 主な事業 2024 年度 KPI

ものづくり
産業の集積

阿知和地区工業団地造成
阿知和地区にて新規工業団地を造
成

調整池の整備完了・造成工事の
実施

産業⽴地誘導地区開発推進
工業団地造成事業で対応できない
⽴地希望企業誘致・市内企業留置

産業⽴地誘導地区内
新規⼯場⽴地件数１件

商業・観光
コンテンツの

集積

スポーツツーリズム推進
国際大会等を誘致・開催し、誘客と
裾野を拡大

誘客スポーツイベント開催件数
５件

観光おもてなし推進
観光客受け入れ環境の整備や観光
おもてなし人材養成の推進

ガイド養成講座実施回数６回

産業人材・技術
の
集積

共創イノベーション推進
スタートアップ・エコシステムの
構築を推進

提案を受ける共創アイディア
件数５件

社会人の学び直し環境整備
市の特性を活かした新しい時代の
働き方を推進

UIJ ターン移住者４世帯

E) 成果指標

指標 現在値 目標値

製造品出荷額等
（経済センサス）

2019 年
2兆 5,572 億円 今後５年間で５％増加

小売業商品販売額
（経済センサス）

2016 年
4,212 億円 今後５年間で５％増加

商工業が盛んなまち
（市⺠意識調査）

2020 年スコア
11段階平均肯定度 5.1

５年後到達スコア
11段階平均肯定度 5.8
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（５）基本目標④ 未来のパートナーシップづくり

A) 基本的方向

先進技術の活用などで都市経営のスマート化を進めるとともに、幅広く⺠間事業

者とパートナーシップを確⽴・強化し、官⺠連携を誘発していくことで、市⺠・事業

者・⾏政の連携によるまちづくり体制の構築を図る。

B) 基本的方向を構成する要素

 スマートでスリムな⾏政運営の確⽴

全国的に先進性を有する公⺠連携、都市経営のスマート化、広域防災など共通

課題の解決に向けた取組をきっかけとして、周辺都市との連携体制構築を図り、

中枢中核都市として周辺都市を含めた地域全体の支えとなるまちを目指します。

C) 基本的方向に対する現状認識

 様々なまちづくりのプラットフォームが構築されつつある。

 スマートシティなど、公⺠連携による先進技術活用の取組に着手している。

 ⾏政⼿続スマート化や防災対策などにおいて、他自治体との連携により取組効

果の最大化を図る必要がある。

 社会全体のデジタル化が進む中、公⺠連携や国の支援を活用して地域社会のデ

ジタル化・スマート化を加速する必要がある。

都市経営の
スマート化

地域課題解決のための
コーディネート⼒強化

事
業
者

市
民

行
政
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D) 主な事業

取組の柱 主な事業 2024 年度 KPI

⺠間事業者連携
体制構築

公⺠連携課題整理・創出
社会課題解決のための公⺠連携プ
ラットフォーム運営

公⺠連携相互提案制度による
新規事業の創出件数１件

市⺠意⾒集約体
制構築

市⺠意⾒交換⼿法構築
市⺠と意⾒交換をする⼿法の構築

おかざき こども会議開催数
６回

他自治体連携推
進

デジタル地域社会推進
デジタル化・スマート化推進を通
じた公⺠連携の推進

スマート自治体の国モデル事業
採択件数３件

広域防災推進
災害予測シミュレーション結果共
有等で周辺自治体との連携推進

災害時シミュレーション結果の
活用

E) 成果指標

指標 現在値 目標値

プラットフォーム活用
で解決した課題数 ― 年平均３件

市政総合満⾜度
（市⺠意識調査）

2020 年スコア
11段階平均肯定度 5.5

５年後到達スコア
11段階平均肯定度 6.0
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３．総合戦略の推進について

市総合戦略は、本市だけでなく、国・県及び関係機関や専⾨家などと協⼒や連携をもと

に、より効果的な施策や取り組みを実施することが重要である。 市総合戦略の推進にあ

たっては、次の 3 点を留意して⾏うものとする。 

（１）関係機関との連携

市総合戦略の施策は、経済・雇用、⼦育て⽀援、まちづくりなど多岐にわたる

課題に一体として取り組み、本市が地域の活性化の核となるよう、本市だけでなく

地域と協⼒・連携して取り組む必要がある。 総合戦略の推進においては、県や周

辺⾃治体のみならず、市内外の教育機関、⾦融機関、労働団体、報道機関、NPO、

学識経験者などの主体と市⼈⼝ビジョンや市総合戦略で整理した課題、⼈⼝の将来

展 望、取組の方向性を共有し、一体となって施策や取組を実施するものとする。

（２）国・県の制度・支援策の積極活用

国は、各地方公共団体における自主的・主体的な地方創生の充実・強化を図るた

め、引き続き、情報⽀援・⼈材⽀援・財政⽀援の⾯から強⼒に⽀援していくとされ

ている。具体的には、地域経済分析システム（RESAS）等の「情報支援」、地方創

⽣⼈材⽀援制度や地方創⽣コンシェルジュ、地方創⽣カレッジの「⼈材⽀援」、地

方創⽣関係交付⾦やまち・ひと・しごと創⽣事業費、地方創⽣応援税制（企業版ふ

るさと納税）、地方拠点強化税制等の「財政支援」などがある。

（３）総合戦略の進⾏管理

市総合戦略の推進にあたっては、総合計画の進⾏管理と連動して、定量的指標

による各施策の効果検証を⾏う。効果の検証や戦略を構成する事業の選定にあた

っては、国が推奨する以下５つの視点をもって⾏う。

① ⾃⽴性

地方公共団体・⺠間事業者・個⼈等の⾃⽴につながるような施策に取り組む。

② 将来性

施策が⼀過性の対症療法にとどまらず、将来に向かって、構造的な問題に積

極的に取り組む。

③ 地域性
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地域の強みや魅⼒を活かし、その地域の実態に合った施策を、⾃主的かつ主

体的に取り組む。

④ 総合性

施策の効果をより高めるため、多様な主体との連携や、他の地域、施策との

連携を進めるなど、総合的な施策に取り組む。その上で、限られた財源や時

間の中で最大限の成果を上げるため、直接的に支援する施策に取り組む。

⑤ 結果重視

施策の結果を重視するため、明確な PDCA メカニズムの下に、客観的デー

タに基づく現状分析や将来予測等により短期・中期の具体的な数値目標を設

定した上で施策に取り組む。その後、政策効果を客観的な指標により評価し、

必要な改善を⾏う。



18

第２期 岡崎市まち・ひと・しごと創⽣総合戦略

（令和６年３⽉改訂）

令和６年３⽉発⾏

岡崎市総合政策部企画課

〒444-8601 岡崎市⼗王町⼆丁⽬９番地

TEL 0564-23-6811 FAX 0564-23-6229


	【資料1】岡崎市総合計画10年後の想定社会状況.pdf
	Slide1

	【資料2】岡崎市の人口現状分析.pdf
	Slide1
	Slide2

	【資料3】岡崎市将来人口推計.pdf
	Slide1
	Slide2
	Slide3

	【資料4】事業一覧表.pdf
	2023年度事業一覧

	【資料8】（R6.3改訂）第２期岡崎市まち・ひと・しごと創生総合戦略冊子.pdf
	１．戦略の策定にあたって
	（１）国の動向
	（２）愛知県の動向
	（３）岡崎市の状況
	①　第７次岡崎市総合計画
	②　未来投資パッケージと第２期岡崎市まち・ひと・しごと創生総合戦略


	２．第２期岡崎市まち・ひと・しごと創生総合戦略
	（１）４つの基本目標と基本的方向
	（２）基本目標①　未来のまちづくり
	（３）基本目標②　未来のひとづくり
	（４）基本目標③　未来のしごとづくり
	（５）基本目標④　未来のパートナーシップづくり

	３．総合戦略の推進について
	（１）関係機関との連携
	（２）国・県の制度・支援策の積極活用
	（３）総合戦略の進行管理



